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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 3,039 △ 16.3 △ 344 － △ 334 －
13年 9月中間期 3,631 △ 38.4 △ 444 － △ 433 －
14年 3月期 8,525 △ 577 △ 588

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 △ 202 － △ 22.42
13年 9月中間期 △ 246 － △ 27.28
14年 3月期 △ 360 △ 39.87
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期     9,049,790 株   13年 9月中間期     9,049,965 株   14年 3月期     9,049,790 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 0.00 －
13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 9,926 2,434 24.5 268.96
13年 9月中間期 11,014 2,766 25.1 305.74
14年 3月期 10,865 2,646 24.4 292.45
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期      　9,049,790 株　13年 9月中間期      　9,049,790 株　14年 3月期      　9,049,790 株

 　  ②期末自己株式数　　 14年 9月中間期             　210 株　13年 9月中間期             　210 株　14年 3月期             　210 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 10,302 342 154 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   16 円 91 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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個別中間財務諸表等 
（１）中間貸借対照表  

                                                                            （単位：千円） 

当中間会計期間末 
（平成14年9月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成13年9月30日現在） 

前事業年度の要約  

貸借対照表 
（平成14年3月31日現在） 

 期   別 

 
科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）  
％ 

 
％ 

 
％ 

流動資産        

 

現金及び預金 

受取手形 
売掛金 

たな卸資産 

繰延税金資産 
その他 

貸倒引当金 

 

 
 

 

 
 

 

2,108,085 

199,575 
2,147,308 

1,826,211 

304,124 
161,010 

△2,397 

 

2,850,048 

380,164 
2,408,211 

1,862,020 

346,500 
119,553 

△2,845 

 

2,393,807 

228,833 
3,405,698 

1,395,496 

323,643 
95,093 

△3,691 

 

流動資産合計 6,743,918 67.9 7,963,654 72.3 7,838,881 72.1 

固定資産        

有形固定資産        

建物 
機械及び装置 

工具器具備品 

土地 
その他 

 

717,099 
17,711 

460,316 

552,640 
9,567 

 

765,206 
20,441 

480,560 

552,640 
11,566 

 

740,142 
18,381 

430,654 

552,640 
10,401 

 

有形固定資産合計  1,757,336 17.7 1,830,415 16.6 1,752,219 16.2 

無形固定資産  22,334 0.2 28,461 0.3 24,185 0.2 

投資その他の資産        

 

投資有価証券 

繰延税金資産 
その他 

貸倒引当金 

 

261,242 

949,281 
212,872 

△20,469 

 298,879 

686,499 
222,147 

△15,560 

 272,575 

785,592 
213,393 

△21,265 

 

 投資その他の資産合計  1,402,927 14.2 1,191,965 10.8 1,250,296 11.5 

 固定資産合計  3,182,598 32.1 3,050,841 27.7 3,026,701 27.9 

 資産合計  9,926,517 100.0 11,014,495 100.0 10,865,582 100.0 
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                                                                         （単位：千円） 

当中間会計期間末 
（平成14年9月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成13年9月30日現在） 

前事業年度の要約  

貸借対照表 
（平成14年3月31日現在） 

 期   別 

 
科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）  
％ 

 
％ 

 
％ 

流動負債        

 

支払手形 

買掛金 
短期借入金 

未払法人税等 
賞与引当金 

その他 

1,336,855 

408,495 
2,890,000 

11,886 
113,113 

174,963 

 

1,713,555 

541,150 
3,000,000 

17,584 
243,384 

175,517 

 

1,887,454 

455,450 
3,020,000 

6,366 
113,440 

158,203 

 

流動負債合計 4,935,312 49.7 5,691,191 51.7 5,640,914 51.9 

固定負債        

長期借入金 

退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 

 

600,000 

1,888,361 
68,802 

 

600,000 

1,865,132 
91,250 

 

600,000 

1,880,717 
97,321 

 

固定負債合計  2,557,164 25.8 2,556,382 23.2 2,578,039 23.7 

負債合計  7,492,477 75.5 8,247,574 74.9 8,218,953 75.6 

 
（資本の部）  

 
 

 
 

  

資本金 

資本準備金 
利益準備金 

その他の剰余金 

 － 

－ 
－ 

－ 

－ 
－ 

700,700 

1,083,430 
109,500 

6.4 

9.8 
1.0 

700,700 

1,083,430 
109,500 

6.4 

10.0 
1.0 

任意積立金  －  1,000,000  1,000,000  

 中間(当期)未処理損失  －  150,724  264,710  

 その他の剰余金合計  － － 849,275 7.7 735,289 6.8 

 その他有価証券評価差額金  － － 24,166 0.2 17,859 0.2 
 自己株式  － － △149 △0.0 △149 △0.0 

 資本合計  － － 2,766,921 25.1 2,646,629 24.4 

 
 

資本金 
 

 

700,700 

 

7.1 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 
 資本剰余金        

 資本準備金  1,083,430  －  －  

 資本剰余金合計  1,083,430 10.9 － － － － 

 利益剰余金        
 利益準備金  109,500  －  －  

 任意積立金  1,000,000  －  －  
 中間(当期)未処理損失  467,639  －  －  

 利益剰余金合計  641,860 6.5 － － － － 
 その他有価証券評価差額金  8,199 0.1 － － － － 

 自己株式  △149 △0.0 － － － － 

 資本合計  2,434,039 24.5 － － － － 

 負債・資本合計  9,926,517 100.0 11,014,495 100.0 10,865,582 100.0 
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（２）中間損益計算書 
                                                                           （単位：千円） 

 
当中間会計期間 
 自 平成14 年 4 月 1 日 

 至 平成14 年 9 月 30 日 

 
前中間会計期間 
自 平成13 年 4 月 1 日 

至 平成13 年 9 月 30 日 

前事業年度の要約 
損益計算書 
自 平成13 年 4 月 1 日 

至 平成14 年 3 月 31 日 

    
期   別 

 

科   目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％  ％  ％ 

売上高  3,039,328 100.0 3,631,685 100.0 8,525,784 100.0 

売上原価  2,295,431 75.5 2,911,462 80.2 6,884,229 80.7 

売上総利益  743,897 24.5 720,222 19.8 1,641,555 19.3 

販売費及び一般管理費            1,088,684 35.8 1,164,957 32.0 2,219,149 26.1 

営業損失 344,787 △11.3 444,734 △12.2 577,594 △6.8 

営業外収益  43,624 1.4 44,700 1.2 58,505 0.7 

営業外費用  33,695 1.1 33,297 0.9 69,294 0.8 

経常損失  334,857 △11.0 433,331 △11.9 588,383 △6.9 

特別損失  499 0.0 6,411 0.2 37,013 0.4 

 税引前中間(当期)純損失  335,357 △11.0 439,742 △12.1 625,397 △7.3 

 法人税、住民税及び事業税  4,747 0.2 － － － － 

法人税等調整額  △137,175 △4.5 △192,881 △5.3 △264,550 △3.1 

中間(当期)純損失 
前期繰越利益又は前期繰越

損失（△） 

202,929 

△264,710 

△6.7 
 
246,861 

96,137 

△6.8 
 
360,847 

96,137 

△4.2 
  

中間(当期)未処理損失 

 

467,639  150,724  264,710  

         

 

 



 21

（３）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

1． 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券……………………時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

商 品 ・ 製 品……個別原価法及び総平均法による原価法 

半製品・原材料……総平均法による原価法 

仕 掛 品……個別原価法 

貯 蔵 品……最終仕入原価法 

 

2． 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資 産……定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について
は、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物          3～46 年 
  機械及び装置  5～13 年 
  工具器具備品  2～20 年 

(2) 無 形固定資 産……定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）
に基づく定額法を採用しております。 

 

3． 引当金の計上基準 
(1) 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上しております。 
(3) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を
計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(5 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。 

(4) 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ております。 

 

4． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 
 

5． リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

6． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理…税抜方式によっております。 
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追加情報 

 
（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 
当中間会計期間から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基準第1号）を適
用しております。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。 
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 
 
注 記 事 項 
 
（中間貸借対照表関係） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額                       3,338,505 千円 
 
2. 受取手形割引高                               16,871 千円 
 

（中間損益計算書関係） 

1. 営業外収益の主要項目   受取利息             565 千円 
受取配当金 27,817 千円 

 
2. 営業外費用の主要項目 支払利息 26,471 千円 
 
3. 特別損失の項目 固定資産除却損 499 千円 

 

4. 減価償却実施額 有形固定資産 144,037 千円 
無形固定資産 4,225 千円 
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（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
 

  当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
取得価額相当額 工具器具備品 41,430 千円 36,798 千円 41,430 千円 
減価償却累計額相当額        工具器具備品 27,074 千円 18,247 千円 22,931 千円 
中間期末（期末）残高相当額        工具器具備品 14,355 千円 18,550 千円 18,498 千円 

 
（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
 
2. 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 
 

 1 年 内 8,286 千円 7,359 千円 8,286 千円 

 1 年 超 6,069 千円 11,190 千円 10,212 千円 

 合 計 14,355 千円 18,550 千円 18,498 千円 

 
（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有

形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 
 
3. 支払リース料及び減価償却費相当額 
 

 支 払 リ ー ス 料         4,143 千円 3,679 千円 8,286 千円 

 減価償却費相当額 4,143 千円 3,679 千円 8,286 千円 

 

4. 減価償却費相当額の算定方法 
 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 
当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式
で時価のあるものはありません。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


